
二言語政策と商業資産としての
標準中国語：要約

Dr Alexander Ressos, TEP
Attorney-at-Law (Switzerland and Germany),
Solicitor (England & Wales and Hong Kong)

Of Counsel, KGP Legal LLC
alexander.ressos@kgplegal.com.sg

www.ressos.com.sg

シンガポールは1966年にすべての学校で第二言語を必修とし、1979年の
ゴー報告を経て、1987年から英語を単一の学校制度の第一言語としまし
た。標準中国語、マレー語またはタミル語は、各共同体に割り当てられた
母語として教えられています。1979年9月7日にリー・クアンユーが開始
し、テレビとラジオからの方言の撤廃によって後押しされた華語運動は、
1世代のうちに十数種類の中国語の方言を標準中国語に置き換えました。
その代償は、年配の華人社会の文化と家庭生活にとって現実のものでし
た。この成功は、第二の転換によって追い越されました。2020年までに、
英語が華人系シンガポール人の家庭で最も頻繁に話される言語となり、そ
の割合は47.6％で、標準中国語の40.2％を上回ったのです。もっとも、英
語を話す家庭の大半は今も標準中国語を第二言語として使っています。中
国が開放され、1990年に外交関係が樹立されると、標準中国語は商業資産
となりました。それは政府間プロジェクト、中国人顧客にサービスを提供
するプライベートバンクやファミリーオフィス、そして中国語の書類の確
認に役立っています。その価値は、習熟度のばらつき、香港や本土出身の
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大卒者との競争、そして英語が引き続きシンガポール法の言語であるとい
う事実によって限られています。マレー語、タミル語、英語が、国家の均
衡のとれた多言語主義の中でそれぞれ独自の重みを担い続けているのは、
そのためです。
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